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概   要 
不整形地盤における地盤震動解析を行うため，傾斜基盤面の上端と下端における地盤モデルから１次元

的に地震動伝達関数を求め，それらを重ね合わせることにより傾斜基盤上の堆積地盤面における２次元地

震動伝達関数を補間推定する手法を開発した。本手法により，従来行われてきた等価線形化法などの地盤

震動解析法の結果をそのまま用いて不整形地盤での地盤震動解析が可能となったうえ，実際の地盤への適

用が極めて簡単な手法となった。具体的な地形を対象に地震ハザードマップを作成したところ，従来手法

にもとづくマップと比べ使いやすさが向上することがわかった。 
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1. はじめに 
 

本研究では，不整形地盤を含む地域の震度ハザードマッ

プを簡便に作成する方法を考案する。自治体ごとのハザー

ドマップを作成することで地域防災に貢献することを目

的とする。 

一般に地震動予測は図１のように震源から地表への震

動の伝播メカニズムを想定して算出されるが，表層地盤は

ボーリング調査(点測定)に基づき数100ｍ四方の独立した

成層地盤メッシュとして扱われる。このため，基盤が傾斜

していて地盤構造に急激な変動がある（＝不整形地盤）地

域において予想される波動の反射・屈折は考慮されていな

い。不整形地盤では，地震波が複雑に反射・屈折を繰り返

すため，理想的な成層地盤の場合と比べ，地震動増幅特性

が複雑になってしまう。すなわち，従来の地震動予測は隣 
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1. 震源断層の設定
2. 基盤地震動の予測（地震動予測モデル）
3. 地表地震動の推定（地盤震動解析）

地震動予測の流れ

 

図１地震動予測の流れ 

接するメッシュ間で起こると考えられるエネルギー収支

の相互作用が考慮されておらず，不整形地盤の予測には精

度的に問題がある。 

本研究はこの問題点を解決し，精度の高い地震動予測図

を作成しようとするものである。 

 

2. 従来の地震動推定法 
 

地震動は堆積地盤内で大きく増幅するため，正確な地

震動予測を行うには地盤震動解析技術の高精度化が不

可欠である。しかし，現実には地盤調査には限界があり， 

地盤を正確にモデル化すること自体が困難である。この

ため，地震被害想定において震度分布図を作成する際に

は，地域を数百 mないし km 四方のメッシュに分割した 

 

 

図２ 地盤区分の例(250ｍメッシュ) 

(地盤が軟弱なほど暖色に着色) 



後，それぞれに地盤モデルを割り当て，地盤震動解析を行

う。その際，成層地盤を仮定し，隣接するメッシュとは独

立した１次元解析をそれぞれに対して行っている（図２）。 

 

3. 地震動伝達関数の補間推定法 
 

本研究では，基盤が傾斜した不整形地盤において，基盤

から地表までの地震動伝達関数を推定するために，伝達関

数の補間推定法を用いる

1)
。これは成層地盤の伝達関数を，

有限要素モデルを用いて予め求めておいた重みを付けて，

重ね合わせる手法である。すなわち，図２のように傾斜基

盤面の上端と下端における地盤モデルから，それぞれ１次

元的に地震動伝達関数を求め，式（１）を用いてそれらを

重ね合わせることにより，傾斜基盤上の堆積地盤面におけ

る伝達関数を推定する。伝達関数を求める際には FDEL（周

波数依存型等価線形化法）

2）
を用いる。重ね合わせに用い

る重み係数は，傾斜基盤上端からの距離と傾斜基盤の長さ

をパラメータとし，有限要素法によるパラメトリックスタ

ディによりあらかじめ決定しておく

[1]
。 

 

                    ･･･（１） 

 

 

Ω
ｘ

(ω)：推定地点の地震動伝達関数 

Ω1(ω)：傾斜地盤上端の地震動伝達関数 

Ω2(ω)：傾斜地盤下端の地震動伝達関数 

C：重み係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 伝達関数の補間推定式とモデル 

 

ここに，底面から地表面の点x での伝達関数をΩ(x)，傾斜

基盤上端の地盤モデルにより得られる１次元の伝達関数

をΩ
1

，傾斜基盤下端での伝達関数をΩ
2

 とする。また， C は

Ω
1

，Ω
2

 に対する重みであり，傾斜角θと傾斜部の長さLs，

斜面の頂点からの距離xの関数として次式で与えられる。 

 
( ) ( ) ( )θln/161.1878.0)1/(ln ⋅+=− LsxCC  ・(2) 

 

4. シナリオ地震に基づく地震動の推定 
 

図３に研究の流れを示す。EMPR（強震動予測法）

3）
を

用いて断層パラメータから工学的基盤の地震波を算出す

る。その後，FDEL（周波数依存型等価線形化法）を用い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 研究の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 隣接するメッシュによる震度の補間と重ね合わせ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 従来法の震度分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  図６ 補間推定法による震度分布図 
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て基盤面から地表面への地震波の伝達関数を算出するが，

本研究では基盤の傾斜に応じて伝達関数を補間すること

により，高精細化したハザードマップを作成する。 

また，図４のように東西方向・南北方向それぞれの補間

推定した結果を重ね合わせ，それぞれのメッシュの中心か

ら隣のメッシュの中心までを細分化し，それぞれの震度を

表示する。この時，東西方向・南北方向の補間で震度に差

がある場合，２つの結果の平均値をとる。この方法を対象

地域内で隣接するメッシュ全てに繋げていくことにより，

地域全域における震度を表示する。それを地図と重ね合わ

せることで震度ハザードマップを作成する。 

図５，図６には，長野市直下のマグニチュード７．３相

当の地震を想定した震度マップの例を示す。この地域は， 

山の斜面と平地が 1つのメッシュ内に存在し，不整形性の

影響が見られる場所である。解析の結果，従来法によるも

の（図５）では隣り合うメッシュで震度に大きな差が見ら

れる。従来法では， メッシュ内の中心で算出した計測震

度を，そのメッシュの震度として震度予測図を作成するが，

補間推定法（図６）では周囲のメッシュの情報を考慮して

メッシュを細分化し，段階的に震度を表示する。これによ

って補間推定版では，一つのメッシュ内でも山の方が震度

は小さく，平地の方は震度が大きくなることが段階的に表

示されている。 

本補間法において使用する地盤のモデルデータは，従来

法と全く同じであるが，一つのメッシュの震度を計算する

際に，隣接する４つのメッシュの情報を使用するため，従

来法よりも信頼性の高い予測が可能となる。 

 

5. 液状化判定法（FL 法） 
 

 液状化安全率 Fl は式(3)により求める。本研究では伝達関数

の補間推定法により算出した地震波を用いて，地下20ｍまでの地

震時せん断応力比(L)の分布を求める。この際，通常は地表の最大

加速度を用いるが，ここでは，計測震度と対数の関係式で導かれ

る実効加速度を用いた。式(4)により，液状化指数PL を求め，液

状化危険度を判定する

5), 6)
。 

 

 

 

 

（       の場合，      とする） 

R：動的せん断強度比 

Cw：地震動特性による補正係数 

L：地震時せん断応力比 

 PL：液状化指数   

 

 

 

 

6. ケーススタディ 
 

図７に，補間推定法を組み込んだ FDEL(地盤震動解析)

を使用し，長野市における震度予測を行った結果を示す。

対象地域を人口集中地点，軟弱地盤地点，地盤変化地点の

項目で選定し，補間推定法を組み込んだ FDEL による解析

を従来法と比較した。 

解析にあたり， 旧長野市(平成 16 年)の範囲内の地盤デ

ータ

6)

を使用した。入力地震動はマグニチュード 7.3 相当

の直下型地震を想定し，対象範囲内の全域の工学的基盤面

において同じ値とする。解析結果を比較する地点は，人口

集中地点として三輪，軟弱地盤地点として富竹・篠ノ井，

地盤変化地点として安茂里・松代の 5地点を選定した。 

地盤変化地点(安茂里，松代)は，山の斜面と平地が 1つ

のメッシュ内に存在し，不整形性の影響がもっとも出る場

所である。解析の結果(図７,図８参照)，山を含むメッシ

ュにおいて従来法によるものでは隣り合うメッシュで震

度に 5.50 と 4.50 の差が見られるが，補間推定版の FDEL

ではその差がほとんどなくなり，震度の差は 4.80 と 4.62

になった。これにより，メッシュに関係なく山の形状に合

った震度表示が出来ている。 

 

次に，地域直下のマグニチュード７．３相当の地震を想定して

解析を行い，震度ハザードマップ（図１０，図１１）及び，液状

化ハザードマップ（図１２，図１３）を作成した。解析例として，

長野市篠ノ井～松代付近を対象としたものを示す。 

従来法によるハザードマップでは隣り合うメッシュで

震度， ＰＬ値にそれぞれ大きな差が見られる。これは， メ

ッシュ内の中心で算出した地表地震波データを，そのメッ

シュの地表地震波データとして，ハザードマップを作成し

ているために起こると考えられる。本研究では，補間推定

法を用いることで，波動の反射と屈折の影響を考慮してメッ

シュを細分化し，段階的に震度，ＰＬ値を表示することが

できた。これにより，従来法のように，単純にメッシュの

分割数を細かくしても，補間推定版のように，震度やＰＬ

値を段階的に表示することができないということがわか

る。このことから，震度及び，液状化危険度を予測する際

に補間推定を行うことで，地域ごとに不整形性を考慮した

詳細なハザードマップが作成できることがわかった。 

 

7. まとめ 
 

本研究では，不整形地盤を含む地域の震度ハザードマッ

プを簡便に作成する方法について考察した。従来法ではメ

ッシュの境界で大きく震度が変化する場合があるが，地震

動の伝達関数を補間することにより，震度や PL 値が段階

的に変化する状態を表示できるようになった。このことか

ら，不整形性を考慮した詳細な震度ハザードマップが作成

できることがわかった。 
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図８ 従来法による解析結果

図１０ 従来法 震度ハザードマップ 

（500ｍメッシュで表示.） 

 

 
図１２ 従来法 液状化ハザードマップ（PL 値） 

（500ｍメッシュで表示.） 

 

 

図７ 補間推定法を用いて作成した 

長野市（旧行政界）の震度マップ 
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図１１ 補間推定法 震度ハザードマップ 

（500ｍメッシュで表示.） 

 

 

図１３ 補間推定法 液状化ハザードマップ（PL 値） 

（500ｍメッシュで表示.） 
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